様式第１号
						令和　年　月　日
島根県知事
	　　　　　　様
					　　　（申請者）
					　　　住所
					　　　事業主体名
					　　　代表者名			　　

令和　年度ICT活用原木生産体制整備事業計画承認申請書

　このことについて、事業を実施したいので、ICT活用原木生産体制整備事業実施要領第３に基づき提出します。	
記

１．事業計画書
別紙のとおり





















様式第２号
								令和　年　月　日
島根県知事
	　　　　　　様
					　　　（申請者）
					　　　住所
					　　　事業主体名
					　　　代表者名			　　

令和　年度ICT活用原木生産体制整備事業計画変更承認申請書

　このことについて、事業を変更したいので、ICT活用原木生産体制整備事業実施要領第５に基づき提出します。	
記

１．変更事業計画書
別紙のとおり
（別紙）
令和　年度ICT活用原木生産体制整備事業
（　実施計画書　／　変更計画書　）

１　事業の目的

※   県に提出済みの原木生産コスト低減計画及び原木販売向上計画等、具体的な目標を定めた将来計画に
資する取り組みであることを記載。

２　事業の内容
	導入機器等
	数量
	事業費（円）
（税込み）
	県補助金（円）
	積算根拠

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	



３　コスト低減効果・労働生産性向上による生産量増大効果
	①コスト低減効果額：




②労働生産性向上による生産量増大効果額：



③▲導入コスト（単年）：

　★導入効果：①　　　　＋②　　　　　＝　　　　　　＞　③　　　　　　



４　機器等導入を踏まえた製材用原木生産量の目標
	




[bookmark: _GoBack]５　添付資料
・見積書
・機器等の概要・性能が分かる資料（カタログ、実証結果等）
・その他知事が必要と認める資料

記載上の注意
１．標題の「実施計画書」、「変更計画書」のうち該当しないものを削除
２．事業費、県補助金は実施項目（導入機械等の種類）別に記載
３．積算根拠は補助対象経費別に記載

様式第３号
令和　年　月　日
島根県知事
	　　　　　　　　　様
					　　　（申請者）
					　　　住所
					　　　事業主体名
					　　　代表者名			
									
令和　年度 ICT活用原木生産体制整備事業交付決定前着手届

　このことについて、ICT活用原木生産体制整備事業実施要領第７の規定に基づき、別記条件を了承のうえ届け出ます。
記
1． 事業内容	
	導入機器等
	数量
	事業費（円）
（税込み）
	県補助金（円）
	積算根拠

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	



２．着手予定日		令和　　年　　月　　日	
　
３．交付決定前着手を必要とする理由
　
　
　
　
　
【別記条件】
１．交付決定を受けるまでの期間に天災等の事由によって実施した施策に損失等を生じた場合、この損失は事業主体が負担すること。
２．交付決定額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合において、異議を申し立てないこと。
３．申請した事業内容について、着手から交付決定を受ける期間内においては、計画の変更を行わないこと。
様式第４号
財産管理台帳


image1.emf
事業実施年度令和　　　年度 事業名

施工箇所

設置場所

　　・　　・　　・ 　　・　　・　　・

　　・　　・　　・ 　　・　　・　　・

　　・　　・　　・ 　　・　　・　　・

　　・　　・　　・ 　　・　　・　　・

　　・　　・　　・ 　　・　　・　　・

　　・　　・　　・ 　　・　　・　　・

　　・　　・　　・ 　　・　　・　　・

　　・　　・　　・ 　　・　　・　　・

合計 － － － － － － － － －

（注）　１　処分制限年月日欄には、処分制限の終期を記入。

　　　　２　処分の内容欄には、譲渡、交換、貸付け、担保提供等別に記入。

　　　　３　市町村補助金等欄には、市町村補助金等を活用した場合、その金額を記入。

　　　　４　摘要欄には、譲渡先、貸付先、抵当権等の設定権者の名称又は補助金返還額を記入。

　　　　５　この書式により難い場合には、処分制限期間欄及び処分の状況欄を含む他の書式をもって財産管理台帳に代えることができる。

経費の配分

負担区分

または 事業量 着工年月日 竣工年月日

その他

事業の内容

ICT活用原木生産体制整備事業

総事業費

施設区分

工種構造

耐用年数

工期

事業実施主体

処分制限

年月日

処分制限期間 処分の状況

承認

年月日

処分の内容

県補助金 市町村補助金等


Microsoft_Excel_______.xlsx
様式７）財産管理台帳

				様式第７号 ヨウシキ ダイ ゴウ



				財　　産　　管　　理　　台　　帳 ザイ サン カン リ ダイ トバリ



				事業実施年度 ジギョウ ジッシ ネンド		令和　　　年度 レイワ ネンド		事業名 ジギョウメイ		ICT活用原木生産体制整備事業 カツヨウ ゲンボク セイサン タイセイ セイビ ジギョウ

				事業の内容 ジギョウ ナイヨウ								工期 コウキ				経費の配分 ケイヒ ハイブン								処分制限期間 ショブン セイゲン キカン				処分の状況 ショブン ジョウキョウ				摘要 テキヨウ

				事業実施主体 ジギョウ ジッシ シュタイ		工種構造 コウ タネ コウゾウ		施工箇所 セコウ カショ		事業量 ジギョウリョウ		着工年月日 チャッコウ ネンガッピ		竣工年月日 シュン コウ ネンガッピ		総事業費 ソウジギョウヒ		負担区分 フタン クブン						耐用年数 タイヨウ ネンスウ		処分制限年月日 ショブン セイゲン ネンガッピ		承認
年月日 ショウニン ネンガッピ		処分の内容 ショブン ナイヨウ

								または

						施設区分 シセツ クブン												県補助金 ケン ホジョキン		市町村補助金等 シチョウソン ホジョキン トウ		その他 タ

								設置場所 セッチ バショ

												　　・　　・　　・		　　・　　・　　・

												　　・　　・　　・		　　・　　・　　・

												　　・　　・　　・		　　・　　・　　・

												　　・　　・　　・		　　・　　・　　・

												　　・　　・　　・		　　・　　・　　・

												　　・　　・　　・		　　・　　・　　・

												　　・　　・　　・		　　・　　・　　・

												　　・　　・　　・		　　・　　・　　・

				合計 ゴウケイ		－		－		－		－		－										－		－		－		－



				（注）　１　処分制限年月日欄には、処分制限の終期を記入。 チュウ ショブン セイゲン ネンガッピ ラン ショブン セイゲン シュウキ キニュウ

				　　　　２　処分の内容欄には、譲渡、交換、貸付け、担保提供等別に記入。 ショブン ナイヨウ ラン ジョウト コウカン カシツケ タンポ テイキョウ トウ ベツ キニュウ

				　　　　３　市町村補助金等欄には、市町村補助金等を活用した場合、その金額を記入。 シチョウソン ホジョキンナド ラン シチョウソン ホジョキン トウ カツヨウ バアイ キンガク キニュウ

				　　　　４　摘要欄には、譲渡先、貸付先、抵当権等の設定権者の名称又は補助金返還額を記入。 テキヨウラン ジョウト サキ カシツケサキ テイトウケン トウ セッテイ ケン シャ メイショウ マタ ホジョキン ヘンカンガク キニュウ

				　　　　５　この書式により難い場合には、処分制限期間欄及び処分の状況欄を含む他の書式をもって財産管理台帳に代えることができる。 ショシキ ガタ バアイ ショブン セイゲン キカン ラン オヨ ショブン ジョウキョウ ラン フク タ ショシキ ザイサン カンリ ダイチョウ カ
















